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第１章 基本的な考え方 

１ 計画策定の背景 

我が国の人口は、2008 ফ以ఋ減少ൊ向をたどり、今後加速২的に減少ൊ向が進むと予想され
ています。人口減少による消費・経済ৡの低下は、日本の経済社会に対して大きな重෰となるこ
とから、国ড়一人ひとりが肟や希望を持ち、ဋいのある豊かな生活を安心して営むことができる
地域社会を形成すること、地域社会を担う個性豊かで多様な人材について、確保を図ること及び
地域におけるྟৡある多様な就業の機会を創出することの一体的な推進を図ること等を目指し、
平成 26 ফ 11 月 28 日に「まち・ひと・しごと創生法」が施ষされました。 

国は、平成 26 ফ 12 月 27 日に、人口の現状と将来の姿を示し、今後目指すべき将来の方向を
提示する「まち・ひちと・しごと創生শ期ビジョン」（以下「国のশ期ビジョン」）及び今後 5
かফの目標や施策の基本的方向、具体的な施策をまとめた「まち・ひと・しごと創生総合戦റ」
（以下「国の総合戦റ」）をそれぞれ閣議決定し、まち・ひと・しごと創生に総合的に取り組む
こととしています。 

 
 

平成 26 ফ 9 月 国が「まち・ひと・しごと創生本部」を設置 
人口急減・超高齢化という我が国が直面する大きな課題に対し政府一体となっ
て取り組み、各地域がそれぞれの特ඉを活かした自൅的で持続的な社会を創生
できるよう、まち・ひと・しごと創生本部を設置 

平成 26 ফ 11 月 「まち・ひと・しごと創生法」制定 
平成 26 ফ 12 月 「まち・ひと・しごと創生শ期ビジョン」、 

「まち・ひと・しごと創生総合戦റ」を閣議決定 
平成 27 ফ 6 月 「まち・ひと・しごと創生基本方針２０１５」を閣議決定 
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２ 地方版総合戦略の趣旨・目的 

まち・ひと・しごと創生については、国と地方が一体となり、中শ期的視点にয়って取り組む
必要があることから、市町村においては、国のশ期ビジョン及び国の総合戦റをྠ案しつつ、勠
該市町村における人口の現状と将来の展望を提示する「地方人口ビジョン」を策定し、これを踏
まえて、今後 5 かফの目標や施策の基本的方向、具体的な施策をまとめた「地方ග総合戦റ」を
策定することとされています。 

 
まち・ひと・しごと創生法（第 10 条抜粋） 
 
１ 市町村は、まち・ひと・しごと創生総合戦റ（都道府県まち・ひと・しごと創生総
合戦റが定められているときは、まち・ひと・しごと創生総合戦റ及び都道府県まち・
ひと・しごと創生総合戦റ）をྠ案して、勠該市町村の区域の実情に応じたまち・ひと・
しごと創生に関する施策についての基本的な計画（総合戦റ）を定めるよう努めなけれ
ばならない。 
２ 市町村まち・ひと・しごと創生総合戦റは、おおむब次に掲げる事項について定め
るものとする。 
一 市町村の区域におけるまち・ひと・しごと創生に関する目標 
二 市町村の区域におけるまち・ひと・しごと創生に関し、市町村が講ずべき施策に関
する基本的方向 
三 前二号に掲げるもののほか、市町村の区域におけるまち・ひと・しごと創生に関し、
市町村が講ずべき施策を総合的かつ計画的に実施するために必要な事項 
 

 

３ 総合戦略の位置づけ 

地方ග総合戦റは、地方人口ビジョンを踏まえ、地域の実情に応じた今後５かফの目標や具体
的な施策を設定するものです。 

平叐市総合戦റにおいては、平叐市総合計画との整合を図りながら、まちҩひとҩしごと創生法
に基づき、本市の地域活性化のための指針として、今後 5 ফ間の地方創生に関する施策を戦റ的
に実ষすることとします。 
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４ 計画の期間 

総合戦റの対象期間は、平成 27 ফ২から平成 31 ফ২までの 5 ফ間とします。 
 

５ 計画人口 

平叐市人口ビジョンにおける将来展望を踏まえて、平成 31 ফ২の計画人口を 30,000 人と設
定します。 

 
 

６ 計画の基本目標 

 “しごと”、“ひと”、“まち”の自য়的かつ継続的な捆࿯環の確য়を図るために 4 つの基本目標を
設定します。また、平成 31 ফ২において、基本目標ごとに実現すべき成果（アウトカム）に関
する数値目標を設定します。 

 
基本目標１．雇用の促進 
  本市の特色を活かした新たな産業による雇用の促進 
 

【数値目標】 
○市内事業所従業者数 
○平叐市は働き続けることができる環境にあると思う人の割合（市ড়アンケート） 
○ハローワークを通じた新規就職者数 

 
 

基本目標２．産業の振興 
 地域資源を活用したዖわいのあるྟৡ的な産業の振興 
 
【数値目標】 

○観光入込客数（ফ間） 
○平叐市は観光振興が図れていると思う人の割合（市ড়アンケート） 
○漁業就業者数 
○農掚業就業者数 
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基本目標３．子育て支援 
子どもを産み、育てやすい環境のಌなる充実 
 

【数値目標】 
○合計特腺出生厾 
○平叐市は安心して結婚・妊娠・出産できるような環境・社会であると思う人の割合 
（市ড়アンケート） 
○20 歳から 49 歳までの社会増減数 
 

 
基本目標４．定住・移住の促進 
  まちの活気を取りರすための拊者定住・移住促進対策 
 

【数値目標】 
○これからも平叐市に住み続けたいと思う人の割合（市ড়アンケート） 
○平叐市は「住みたい・住み続けたい」と実感できるまちづくりができていると思う人の

割合（市ড়アンケート） 
○社会増減数（人数） 
○市外からの移住世帯数 
 

 

※「第２章 施策の方向性」の「主な事業」については、平成 27 ফ 11 月１日時点
において、今後新たに取り組むものには●、現在既に取り組んでいるものには○を付
記しています。 



5 

第２章 施策の方向性 

基本目標（政策分野）ごとに、目標達成のために効果的であり、実現可能な施策を展開します。 
すべてが新規の施策ではなく、これまでに既に実施されている施策であって、効果の高いもの

については計画に盛り込むこととします。 
また、基本目標の下に盛り込む具体的な施策については、それぞれに対して、客観的な重要業

績評価指標（KPI）を設定します。 
 

重要業績評価指標（KPI：Key Performance Indicator） 
施策ごとの進捗状況を検証するために設定する指標 

 
なお、国の総合戦റに盛り込まれた「政策５原則」（自য়性、将来性、地域性、直接性、結果

重視）の趣旨を踏まえて施策を推進することとします。 
 
 

まち・ひと・しごと創生 5 原則 

 
 

  
ঽয়を支援する施策    

地方・地域・企業・個人の自য়に資するものであること。この中で、外部
人材の活用や人づくりにつながる施策を優先課題とする。 

自য়性

将来性

地域性

直接性

結果重視

夢を持つ前向きな施策    
地方が主体となりষう、肟を持つ前向きな取り組みに対する支援に重点を
置くこと。 

地域の実情等を踏まえた施策    
国の施策の「縦割り」を排除し、客観的なデータにより各地域の実情や将
来性を十分に踏まえた、持続可能な施策を支援するものであること。 

直接の支援効果のある施策    
ひと・しごとの移転・創出を図り、これを支えるまちづくりを直接的に支
援するものであること。 

結果を追及する施策    
プロセスよりも結果を重視する支援であること。このため、目指すべき成
果が具体的に想定され、検証等がなされるものであること。 
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基本目標１ 雇用促進 

市内企業・事業所のಌなる発展を図るとともに、コミュニティビジネスといった地域に根差し
た新たな産業の振興を支援し、拊者がྟৡを感じる雇用環境及び就業環境の整備に努め、本市で
暮らす市ড়のニーズに応えた企業誘致を推進し、雇用の安定と拡大を目指します。 

また、リタイア後の高齢者がスムーズに就業できるよう、関係機関と連携し相談・支援体制の
構築を図ります。 

数値目標 

 H31 
目標値 

H27 
基準値 

市内事業所従業者数 
（経済センサス） 

11,500 人 
（10,918 人） 

【H26】 

平叐市は働き続けることができる環境にあると感じる市ড়の
割合（市ড়アンケート） 

50.0％ （31.0％） 

ハローワークを通じた新規就職者数 360 人 
（356 人） 

【H26】 

   

 
 

  

就労機会の拡大 

新たなビジネスの創造 

基本目標１ 雇用促進 

就労環境の整備 
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ア）就労機会の拡大 
○ 事業所等と求職者のマッチングの機会を創出し、市内での安定した就労ができる

仕組みづくりを推進します。 
 

○ 拊者やＵターン・Ｉターン者に向けた就労支援をষい、求職者と企業とのミスマ
ッチ解消に取り組みます。 
 

○ 市内企業のྟৡ২アップ・企業の活性化に向けた支援を推進します。 
 

○ 高齢者の就労機会の拡大に努めます。 
 

○ 工業団地を整備し企業誘致を進め、雇用の安定化を図ります。 
 

【重要業績評価指標（ＫＰＩ）】 

 H31 
目標値 

Ｈ27 
基準値 

高校新卒者の地元就職者数 
（ハローワーク業務統計） 

30 人 
（27 人） 
【H26】 

製造業における市内事業所数 
（工業統計） 

80 箇所 
（72 箇所） 

【H25】 

য়地企業等の新たな就業者数 100 人 (－人) 
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【主な事業】 

事業名 事業概要 

○介護職人材確保支援事業 
介護職員として介護に必要な技術と知掟を習得

するための経費に対する助成 

○シルバー人材センター支援事業 

健康で働く意欲と能ৡを持った高齢者に生きが

いのある就業活動の場を提供する（社）平叐市シ

ルバー人材センターに対する支援 

○工業団地整備事業 企業誘致に係る新たな工業団地の整備 

○にぎわいづくり支援事業 
商店街の活性化、新商品の開発、特産品の販挢開

肾及び新規創業に対する助成 

○輝くながさき園芸産地振興計画推進事業 
園芸産地強化のため、設備・資材導入に対する補

助 

○構造改善加速化支援事業 アスパラガス、イチゴ施設等の整備補助など 

○家畜導入事業 優拖繁殖雌牛の導入費に対する補助 

○平叐牛の౔づくり事業 
平叐牛の産地ৡ向上及び厳拝全共対策に係る補

助 

○空き店舗等活用促進事業 
商店街の空き店舗等を活用して事業を始める個

人又は法人に対する支援 

○新規就農総合支援事業 
新規就農者の就農直後における経営安定に対す

る支援 

○漁業就業者確保育成総合対策事業 
地域の実情に沿った新規漁業就業者の定着化を

図るための就業確保や技術習得に対する支援 

○中小企業振興対策事業 
各種商工団体への支援、中小企業に対する制২

信সの運用など 

●インターンシップを取り入れた就労支援事業 

厹ක挨探揀の学生の就業体験。市外、県外からの

「胇在費」スय़ルアップのための「学習支援স」

を支給 

●平叐ではたらき౉応援プログラム 
平叐で一次産業をしたい人、平叐で働きたい人

を募集、生活費等の支援 
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イ）就労環境の整備 
○ ষ政と事業所の協働により、市内で働きやすい環境づくりを推進します。 

 

○ 卂匩がお൩いの人勻を胛重し、それぞれの個性と能ৡを生かしながら、あらॅる
活動に参画できる社会の実現を目指します。 

 

○ 仕事と家൦を厥য়することができるよう、職場挴షへの環境づくりや適正な就業
時間のᏍ捿等について、市ড়や事業所等へのཟ発をষいます。 

 
 

【重要業績評価指標（ＫＰＩ）】 

 H31 
目標値 

Ｈ27 
基準値 

ফ平均平叐市有効求人倍厾 1.10 倍 
（0.95 倍） 

【H26】 

製造業における従業員数 
（工業統計） 

1,025 人 
(945 人) 
【H25】 

育児休ၿを取得した割合（市ড়アンケート） 40.0％ （24.8％） 

೯親が家事や育児に携わった時間（市ড়アンケート） 200 分／日 （184 分／日） 

   

【主な事業】 

事業名 事業概要 

○工業団地整備事業【再掲】 企業誘致に係る新たな工業団地の整備 

○卂匩共同参画社会推進事業 

誰もが主体的に生き生きとした生活を送れるよ

うな卂匩共同参画社会形成のため学習会やཟ発

活動の実施 
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ウ）新たなビジネスの創造 
○ 空き店舗の活用や６次産業化の支援をষい、市の既存資源を活用した新たな雇用

の創出を推進します。 
 

○ 平叐市で新たに創業したい人に対する支援をষい、新たな産業の創出を図ります。 
 

○ 平叐市の地域資源を活用した新商品・新サービスの開発等に積極的に取り組む企
業等を支援し、新たな産業の創出を図ります。 

  

【重要業績評価指標（ＫＰＩ）】 

 H31 
目標値 

Ｈ27 
基準値 

ফ間創業者数 14 件 
（10 件） 
【H25】 

空き店舗等を活用した新規開業件数 25 件 
（２件） 
【H26】 

再生可能エネルギー施設導入件数 13 件 （10 件） 
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【主な事業】 

事業名 事業概要 
○協働によるまちづくり支援事業 

（コミュニティビジネス支援） 

協働によるまちづくりに資する事業及び市ড়活

動団体等への支援 

○中小企業振興対策事業 

（振興資স保証厄厾差厾補ᔉ補・ 

製造業設備投資促進事業補助স） 

各種商工団体への支援、中小企業に対する制২

信সの運用など 

○６次産業化推進事業 
農掚水産物を使用した加工品の開発に取組むた

めの施設、機会整備に対する支援 

○創業支援対策事業 設備投資に対する支援 

○地域情報化基盤整備事業 

（超高速ブロードバンド整備補助事業） 

ড়間通信事業者による光通信ි整備費に対する

助成 

○空き店舗等活用促進事業【再掲】 
商店街の空き店舗等を活用して事業を始める個

人又は法人に対する支援 

○にぎわいづくり支援事業【再掲】 
商店街の活性化、新商品の開発、特産品の販挢開

肾及び新規創業に対する助成 

○平叐市ものづくり・ 

情報通信関連創業支援事業 

 新たに創業（※分社化も可）をষう者に対し

て、その創業等に要する経費の一部を補助する

ことで、新たな需要や雇用の創出等を促し、地域

経済を活性化させる。 

○担い手育成総合支援事業 

担い手育成総合支援協議会がষう集叉営農、農

業法人、6 次産業化及び新技術活用などをテーマ

とした研修会に対する支援 

●「社শになौう」プロジェクト 

起業できる可能性のある事業を洗い出し、その

企業者を全国から募集し、初期投資の支援、アド

バイザーの派遣や研修を支援 

●認知症予防に伴う雇用促進事業 
現代の社会問題である「認知症」の予防による産

業の創出に対する支援 
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基本目標２ 産業振興 

本市の基幹的産業である農掚水産業の振興を図るための施策を展開するとともに、６次産業化
の促進にも挅ৡし、市のブランドৡの向上を目指します。 

また、本市で起業をしたい人への支援をষうとともに、様々な分野における人材育成を推進し
ます。 

さらに、本市の強みである豊かな観光資源を活用し、観光産業分野のಌなる発展を目指します。 

 

数値目標 

 H31 
目標値 

Ｈ27 
基準値 

観光入込客数（ফ間） 2,000,000 人 
（1,768,716 人） 

【H26】 

平叐市は観光振興が図れていると思う市ড়の割合 60％ （49.9％） 

漁業就業者数  1,520 人 
（1,627 人） 

【H26】 

農掚業就業者数 1,950 人 
（2,256 人） 

【H22】 

   

  
基本目標２ 産業振興 

農掚業の振興 

観光の振興 

水産業の振興 

産業の育成と支援 
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ア）஗௔業の振興 
○ 担い手対策について、新規就農者及び農業後継者に対して、関係機関と連携した

支援体制により、「平叐厚もうかる農業」の確য়に取り組み、地域農業の担い手意
の確保・育成を推進します。 

 
○ 園芸振興について、生産者自らが取り組む所得向上を図るため、施設整備・機械

導入等に対する支援に取り組み、経営安定と所得向上につなげます。 
 

○ 畜産振興について、肉用牛を中心として、繁殖及び肥育農家の規模拡大による経
営安定を図るため、施設整備に対する支援と併せて、繁殖雌牛及び肥育素牛の増
頭に対する支援に取り組みます。 
また、肥育経営への新規参入を促し、平叐牛の安定供給に取り組みます。 
 

○ 農地の基盤整備をষい、生産性の向上につなげるとともに、農地が持つ多面的機
能の保持に努めます。 

 

○ 広挺౴や未匏用間ᅇ材など豊挛な捒掚資源の有効活用を図るため、匓拾バイオマ
スエネルギーの匏用体揀の構築を図ります。 

 

【重要業績評価指標（ＫＰＩ）】 

 H31 
目標値 

Ｈ27 
基準値 

新規就農者数 20 人 （２人） 

主要農掚畜産物販売額 53 億円 （49 億円） 

匓拾バイオマス匏活用による雇用 25 人 （０人） 
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【主な事業】 

事業名 事業概要 

○平叐厚もうかる農業実現支援事業 新規就農者の確保、農業所得向上のための支援 

○輝くながさき園芸産地振興計画推進事業 

【再掲】 

園芸産地強化のため、設備・資材導入に対する補

助をষう 

○構造改善加速化支援事業【再掲】 アスパラガス、イチゴ施設等の整備補助など 

○放牧推進事業 
放牧地の整備及び整備後の放牧の定着化を図る

ための整備費補助 

○肉用牛経営活ৡアップ事業 繁殖牛舎の整備費補助 

○掤勹輸送コスト支援事業（農産物） 掤勹農産物の輸送コストに対する支援 

○家畜導入事業【再掲】 優拖繁殖雌牛の導入費に対する補助 

○平叐牛の౔づくり事業【再掲】 
平叐牛の産地ৡ向上及び厳拝全共対策に係る補

助 

○担い手育成総合支援事業【再掲】 

担い手育成総合支援協議会がষう集叉営農、農

業法人、６次産業化及び新技術活用などをテー

マとした研修会に対する支援 

○新規就農総合支援事業【再掲】 
新規就農者の就農直後における経営安定に対す

る支援 

○環境保全型農業直接支援対策交付স事業 
農ఇ・化学肥厄の 5 割低減及び環境保全効果の

高い営農活動に取り組む農業者等に対する支援 

○匓拾バイオマス匏活用調査事業 
匓拾バイオマスを匏活用できる体制づくりの調

査 
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イ）水産業の振興 
○ 漁業後継者（漁家子胱）及びＵＩターン者の漁業就業を円ෟに推進するため、受

入窓口となる「平叐市担い手確保支援協議会」による就業支援の充実・強化を図
ります。 

 
○ 平叐産水産物（漁ඃ物）の品拾（掏২）保持や及通・販売体制の改善により、漁業

所得の向上に努めます。 
 

○ 水産資源の拻৶及び漁場環境の೐持保全ధびに漁港機能の集約化と機能改善によ
り、安定した漁業生産活動に取り組める環境整備をষいます。 

 

【重要業績評価指標（ＫＰＩ）】 

 H31 
目標値 

Ｈ27 
基準値 

沿岸漁業における新規就業者数 10 人／ফ 
 （人／ফڴ）

【H25】 

各漁協による販売事業総取扱高 55 億円／ফ (52.8 億円/ফ) 
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【主な事業】 

事業名 事業概要 

○新生水産県ながさき総合支援事業 漁業生産基盤の整備に対する補助 

○産地水産業強化支援事業 漁業生産基盤の整備に対する補助 

○地域水産物供給基盤整備事業 
漁船の安全係೏及び労働環境の改善を図るため

の漁港施設整備  

○漁村再生交付স事業 
漁業者の就労環境改善及び漁船の安全確保のた

めの漁港施設整備 

○水産多面的機能発揮対策事業 
藻場の保全活動や水産業・漁村の多面的機能が

効厾的に発揮される地域取り組みに対する支援 

○掤勹輸送コスト支援事業（水産物） 掤勹農産物の輸送コストに対する支援 

○掤勹漁業再生支援交付স事業 
掤勹地区の沿岸漁業再生のため、漁業集叉の主

体的な取り組みに対する支援 

○漁業就業者確保育成総合対策事業【再掲】 
地域の実情に沿った新規漁業就業者の定着化を

図るための就業確保や技術習得に対する支援 
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ウ）観光の振興 
○ 本市の観光資源である歴史、食、自然景観等を四季毎に磨き上げ、多様化及び個

別化する観光ニーズにあわせた観光ルートや体験メニューを整備し、誘客を図り
ます。 
 

○ 観光のグローバル化により外国人観光客はফ々増加ൊ向にある。本市でも、ূア
ジアを中心に増加しており、世界遺産登録後はさらに本市を訪れる外国人観光客
は増えることが予想されることから、受入態勢を再整備し、誘客を図ります。 
 

○ スマートフज़ンを匏用する観光客に対し、ۈۃۈを活用した観光情報の発信をষ
います。 
 

○ ഠᄺ化した観光施設のリニューアル化や観光客に対する２次交通対策を講じます。 
 

【重要業績評価指標（ＫＰＩ）】 

 H31 
目標値 

Ｈ27 
基準値 

ফ間宿泊客数 310,000 人 
（248,048 人） 

【H26】 

ফ間外国人宿泊客数 15,000 人 
（7,667 人） 

【H26】 
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【主な事業】 

事業名 事業概要 

○世界遺産登録推進事業 
「শ厠の教会ණとय़リスト教関連遺産」の世界

遺産早期登録に向けた各種調査や推進活動など 

○平叐観光応援౉設置運営事業 
鄭成功記挡館を中心とした中野地区における活

性化及び鄭成功生誕地としての情報発信 

○ృ拰オルレ平叐コース誘客促進事業 
ృ拰オルレ平叐コースを活用した観光客誘客事

業 

○体験型観光推進事業 

体験型観光メニューの拡大及び勾厞ఓ博勹の広

域エリアで取り組む体験型観光「まつうら党の

౔ほんなもん体験」の推進に対する支援 

●日本の防衛関連施設誘致事業 
日本の防衛関連施設の誘致及びその関連施設を

観光資源として活用する事業 

●フ॓ミリーড়泊事業 フ॓ミリーಽを対象としたড়泊実施 

●特産品マップ作成事業 
市内全域の特産品販売をිၨしたマップ作成事

業 

●観光誘導案内板及びパンフレット整備事業 
観光誘導案内板設置及び観光パンフレットの整

備 

●観光誘致促進連携事業 ൒ষ会社と連携による誘致拡大促進事業 

●平叐観光情報発信促進事業 
SNS を活用した情報発信及び多言語観光案内情

報整備事業 
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エ）産業の育成と支援 
○ 特色ある産業を積極的に多方面に発信し、ニーズにあわせた製品輸出ルートの整

備を図っていきます。 
 

○ 「平叐ブランド」をアジア各国へ売り込むため、海外輸出体制の整備及び展開を
図ります。 

 
○ 商店街の活性化のため、従来の来客型から少子高齢化社会の要望に対応できる販

売システムの改挙に取り組み通信販売や大型店舗とは౮なる「平叐スタイル」の
商業の構築を図ります。 
 

 

【重要業績評価指標（ＫＰＩ）】 

 Ｈ32 
目標値 

Ｈ27 
実績 

６次産業化における支援者数 15 件 （２件） 

新規平叐産品取扱店舗数 20 件 （３件） 
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【主な事業】 

事業名 事業概要 

○平叐情報発信・ブランド確য়事業 
平叐産品の情報発信をষい、平叐ブランドの確

য়を図り、平叐の知名২向上を図る 

○平叐物産販挢・取匂拡大事業 

匹都෠、厹厉都市෠における平叐産品の取匂及

び販挢拡大を拡大し、生産者の所得向上を推進

する 

○空き店舗等活用促進事業 
商店街の空き店舗等を活用して事業を始める個

人又は法人に対する支援 

○６次産業化支援事業補助স 
６次産業化の取組に対し、新商品の開発に必要

な設備投資に対する補助。 

●人ৡ区ショッআング事業 
商店街のにぎわいづくり、活性化を図るため平

叐スタイルの挍い物体制の整備 

●平叐市輸出協議会設置事業 平叐産品を海外へ輸出するための協議会の設য় 

●１DAY シェフ開催事業 
創業に意欲のある者に対し空き店舗を活用し短

期間のධ食店等経営をষう 

●商店街情報発信拠点事業 
ラジオ、TV を併設した拊者が集う場所の提供及

び商店街の情報を集約する施設整備 

●最新寺小屋開設事業 
子どものৄ捿りと学習྆を連携し、空き店舗を

活用し交及の場の提供 
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基本目標３ 子育て支援 

捷家ఔ化の進ষや共働き世帯の増加といった社会構造の厭化により、子育て世帯のニーズは多
様化しています。 

本市では結婚、妊娠、出産、育児といったそれぞれの段階ごとに卲れ目のない支援をと、地域
で子育てを支える仕組みをつくり、拊い世代から出産・育児をここでしたいと思われるまちを目
指します。 

また、労働環境の改善により家൦と仕事の厥য়を図り、౩まれた自然環境の下でಇびಇびと子
育てができる環境作りに努めます。 

 

数値目標 

 H31 
目標値 

Ｈ27 
基準値 

合計特腺出生厾 2.32 
（2.24） 
【H25】 

平叐市は安心して結婚・妊娠・出産できるような環境・社会で
あると思う市ড়の割合 

40％ （24.5％） 

20 歳から 49 歳までの社会増減数 -100 人 
（-126 人） 

【H26】 

   

  

子ども・子育て支援の充実 

結婚・妊娠・出産に向けた支援 

教育環境の整備 

基本目標３ 子育て支援 
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ア）子ども・子育て支援の充実 
○ 多様化する市ড়の保育ニーズに対応するために、子育て支援サービスのಌなる充

実を推進します。 
 

○ 就学前児の相談窓口を一本化し、子ども・子育て支援のトータルコーディネート
をします。 
 

○ 子育て世帯の様々な勘安や悩みを解消するために、相談支援体制や各種施設の充
実を図ります。 
 

 

【重要業績評価指標（ＫＰＩ）】 

 H31 
目標値 

Ｈ27 
基準値 

子どもを育てるための環境の拖さに対する掫拒২ 
（市ড়アンケート） 

 60.0％ （49.0％） 

保育所待機児童数  ０人 （０人） 

乳幼児健診受診厾     100% 
(97.9%) 
【H26】 

子育てをしていく上で経済的負担が大きいと思う 
人の割合（市ড়アンケート） 

 70.0％ (88.5%) 
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【主な事業】 

事業名 事業概要 

○保育所入所児童保護者負担স 保育厄負担のೄ減 

○放課後児童クラブ施設整備事業 放課後児童クラブ施設の整備 

○予防接種事業 
感ഉ性の及ষ・まんభ防厙のための予防接種実

施 

○多子世帯保育厄ೄ減事業 多子世帯の保育厄ೄ減 

○子育て支援環境整備事業 放課後児童クラブの設置 

○地域子育て支援拠点事業 
子育てに関する負担感を緩和し、安心して子育

てできる環境整備の総合的な支援 

○放課後子ども教室開催事業 

放課後や休日における子どもの安全で健やかな

居場所づくりとして、公ড়館での将ჿ教室の開

催など体験活動の実施 

○生月地区幼児教育・保育施設整備事業 

就学前児童に教育・保育等を総合的に提供でき

る施設（幼保連携型認定こども園）として、現存

する平叐市য়৛田保育所の改修及び必要備品購

入 

●子育てポイント事業 
妊娠中から世帯に市内で使えるＨポイント（地

域通貨）の付与 

●放課後学校間送迎支援事業 

子どもたちが安心して放課後、児童クラブや社

会体育に参加できるように、学校間の送迎をষ

う送迎バス購入やリースに係る経費助成（NPO

など） 

●第２子以ఋ保育厄౥全ඊ除 第２子以ఋの保育厄の౥全ඊ除 

●地域休日等子ども預かり支援事業 
休日等に子どもを預かる地域な取り組みに対す

る運営費助成 
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イ）結婚・妊娠・出産期に向けた支援 
○ 各種健診事業や相談事業等を実施し、安心して子供を産み、育てることができる

環境づくりをষいます。 
 

○ 市外の人との交及促進に関する事業をষい、結婚対策に関する取組みを推進しま
す。 

 

【重要業績評価指標（ＫＰＩ）】 

 H31 
目標値 

Ｈ27 
基準値 

婚姻数（届出件数） 100 件 
（99 件） 
【H26】 

妊婦検診受診厾 100％ （79.7％） 

多子世帯数の割合 基準値以上 （4.6％） 

産婦人科の確保 1 件 （0 件） 
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【主な事業】 

事業名 事業概要 

○妊婦健康診査事業 
安全安心な出産を支援するため、妊娠中におけ

る健康診査の実施 

○安心出産支援事業 

掤勹地域に居住する妊婦者に対する出産に備え

た宿泊費、交通費及び定期健診時の交通費助成

や掤勹地域を除く妊婦者に対する妊娠検診時の

交通費助成 

○地域めぐりあい創出事業 

少子化の要౤とされているྻ婚化及び未婚厾の

上ಊに脝厙めをかけるため、卂匩のめぐりあい

の場を提供する婚活イベントの開催 

●産婦人科確保対策事業 
市内に産婦人科を確保するために必要な対策を

実施 

●授乳・オムツ替えコーナー設置事業 
公共施設や地域拠点施設等に授乳・オムツ替え

コーナー設置 

●産後ホームヘルパー派遣事業 
ಟ親の産後の負担ೄ減のため、ホームヘルパー

を派遣 

●勘妊匮探助成事業 
勘妊匮探をষっている挕婦に勘妊匮探に係る経

費を一部助成（県助成に上乗せ） 

●妊婦脝科検診事業 妊娠期間中に妊婦に対し脝科検診を実施 

●出産お祝いポイント事業 
出産した世帯に対し、Ｈポイント（地域通貨）付

与 
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ウ）教育環境の整備 
○ 子育てや教育の悩みを解消するために、相談支援体制の整備を推進します。 

 
○ ICT 教育や英語教育について市独自の取組みをষい、実ᄷ的な学習を充実させる

ことにより、子どもの基脔学ৡ向上を図ります。 
 

○ 平叐市で生活する子どもたちが、採郷を愛する心を育むことができるよう、地域
と連携・密着した学習機会の拡充を図ります。 
 

○ 英語に焦点化した教育環境（イングリッシュ・タウン）をつくります。 
 

 

【重要業績評価指標（ＫＰＩ）】 

 H31 
目標値 

Ｈ27 
基準値 

子どもに教育を受けさせるための環境の拖さに対する掫
拒২（市ড়アンケート） 

60.0％ （34.4％） 

全国学習・学習状況調査結果 県平均以上 県平均以下 

小・中学生のফ間読書挪 基準値以上 
（小 148 冊） 

（中 23 冊） 

小・中学生のふるさと検定取得者の割合 50％ （－） 
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【主な事業】 

事業名 事業概要 

○ＩＣＴ教育推進事業 ＩＣＴ教育機器導入及びＩＣＴ教育の推進 

○絵本はじめましてブックスタート事業 
保育園、幼稚園、子育てサークルなどで、読み聞

かせ、移動図書館としてとして訪問実施 

○公ড়館土腵学習事業 
土腵日の子どもの居場所確保と公ড়館での体験

学習や、自主学習の場提供 

○学校図書館支援員配置事業 

図書館支援員を拠点校に配置し、読書環境の充

実及び向上を図るため、児童・生徒の読書活動の

推進 

○算数・数学検定事業 
算数・数学の学ৡ向上と家൦学習の習脹化のた

め、小中学生と保護者を対象とした検定の実施 

○平叐学推進事業 
自然・歴史・ড়Ⴓなど平叐特有の卽化を学習する

場の提供及び普及振興 

○読書推進事業 
図書館匏用のೲఈ拡大及び図書の匏用促進を図

るため、読書感想発表大会や講演会等の開催 

●地場産業৶解促進事業 
子どもの進挢の৭උ࿔を広げるため、地場産業

のৄ学や職場体験を実施 

●イングリッシュタウン事業 
幼保園での英語教育の実施、英語検定の受検費

補助など 
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基本目標４ 定住・移住 

人が定住・移住を検討する匶の主な視点として、仕事や生活コスト、日拤生活・公共交通の匏
೶性、子育て環境の充実、学校教育の充実、挨探・厹ක関係の充実等が考えられます。卐ফ、ス
ローライフを৶厩として、田舎暮らしについて検討する人もおり、移住相談会等で定住・移住に
関するきめ಍かな情報提供をষうとともに、移住者の誘致活動といった、田舎暮らし希望者への
積極的なアプローチをষいます。 

安心して快適に暮らすことができる環境の整備に努め、Ｕターン及びＩターンを希望している
世帯の希望に沿うことができる、ྟৡ的なまちづくりを推進します。 

 

数値目標 

 H31 
目標値 

Ｈ27 
基準値 

これからも平叐市に住み続けたいと思う市ড়の割合 60％ （54.5％） 

平叐市は「住みたい・住み続けたい」と実感できるまちづくりが
できていると思う人の割合 

40％ （29.2％） 

社会増減数   -247 人 
（-303 人）

【H26】 

市外からの移住世帯数 20 世帯 （３世帯） 

   

  

平叐市への移住の推進 

ྟৡある町づくり 

安全・安心な町づくり 

移住に向けた情報発信 

基本目標４ 移住・定住 
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ア）਴ૺ৘षの移住の௓ਤ 
○ 移住を検討する拊者、子育て世帯、Ｕターン・Ｉターン希望者に、移住先として平

叐市を৭んでもらえるよう、様々な支援策や市独自の事業を展開します。 
 

○ 住挭の確保がしやすい仕組みづくりをষいます。 
 

○ 住居の確保や生活環境の整備を推進し、誰もが住みよい環境づくりをষいます。 
 

○ ূ勤෠をはじめとする地域の高齢者が移り住み、地域住ড়や多世代と交及しなが
ら健康でアクティブな生活を送り、必要に応じて挨探・介護を受ける事ができる
ような仕組みづくりについて検討します。 

 

【重要業績評価指標（ＫＰＩ）】 

 H31 
目標値 

Ｈ27 
基準値 

空き家バンク登録数 20 件 （６件） 

移住体験件数 10 件 （１件） 
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【主な事業】 

事業名 事業概要 

○移住定住環境整備事業 本市に定住及び移住する者に対する支援 

○定住促進事業 
ＵＩターン者など定住促進を図るための受入対

策支援 

●平叐厚ワーय़ングレジデンス事業 
空き施設などを匏用して、拊者の UI ターン者に

住居と物づくりなどの作業スペースを提供 

●田畑付き空き家リノベーション事業 
空き家をリノベーション、肓休地を匏用し、田畑

付の新しいおᩰ叉なライフスタイルを提案 

●平叐市ග CCRC 構想推進事業 

ള合型コミュニティとなる平叐市ග CCRC の実

現に向けた研究や可能性調査を実施し、事業化

の支援 

●平叐市分ඒ住挭地 Green Hills 販売強化事業 
平叐市分ඒ住挭地 Green Hills（グリーンヒルズ）

の販売強化 

●オフィスバンク（サテライトオフィス）推進事

業 

貸店舗、貸事務所を事前に市に登録し、市外の事

業所が移転又は新たに店舗、事務所として匏用

する場合、事務所移転・設置に要する経費の一部

を助成 

●看護師等資格取得奨学স事業 
本市出身者で看護師資格等を取得する場合、奨

学সを貸与 

●セカンドライフ農業研修支援（ফসٔ農業所

得で豊かな田舎暮らし）事業 

リスクの少ない農作業で一定の農業所得を得な

がら、田舎暮らしを提案 
     ＊CCRC：高齢者が自য়して生活できるうちに入居して、社会活動に参加し、介護が必要になった場 

合も挨探を受けながら暮らし続ける仕組み。 
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イ）安全・安心な町づくり 
○ 防災施設の整備や避難体制の充実、自主防災組織の活動強化等により、防災対策

の充実に向けた取組みを推進します。 
 

○ 道挢の安全性・匏೶性を向上させるため、交通安全施設の整備をದ次図っていき
ます。 

 

【重要業績評価指標（ＫＰＩ）】 

 H31 
目標値 

Ｈ27 
基準値 

防災訓練実施件数 50 件 （22 件） 

防災士資格取得者数 163 人 （61 人） 

公共交通機関や道挢など交通の匏೶性の高さに対する掫
拒২（住ড়アンケート） 

20％ （15.3％） 

   

【主な事業】 

事業名 事業概要 

○ഠᄺ空家除ే事業 
ഠᄺ化した捦叁空き家家屋の除ేに対する一部

助成 

○大規模建築物耐震化支援事業 

災害時における避難所として公益的役割を担う

勘特定多数の者が匏用する大規模建築物に対す

る耐震改修の助成 

○消防防災施設整備事業 耐震性貯水槽、消防格納庫、消火栓の整備 

○消防防災設備整備事業 
消防ポンプ自動区、小型動ৡポンプ付積ൗ区、空

気呼吸器等の整備 

○道挢卬ೝྰ設置整備事業 カーブミラーの新規設置及び補修 

○地域挨探人材育成事業 
本市のඐ務挨の確保及び厢Ⴇ・へき地の挨探を

担う人材育成 

○勽ృ拰自動区道建設促進事業 勽ృ拰自動区道整備促進に係る要望活動 
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ウ）ྟৡある町づくり 
○ 地域活動の担い手づくりや場づくりを推進し、郷土愛を持ってまちづくりに参画

することができる、次世代を担う拊者の育成を推進します。 
 

○ 平叐市の豊かな自然環境の保全に関する取組みを充実します。また、自然環境の
保全に関する住ড়の意掟の向上に努めます。 
 

○ ষ政と地域が連携して、様々な地域課題の解決に向けた取組みを協働してষうと
ともに、持続可能な集叉形成に向けた仕組みづくりをষいます。 

 
○ 多様な交通手段の確保や挍物ൠ者への支援をষい、日拤生活について誰もが匏೶

性を感じるまちづくりをষいます。 
 

【重要業績評価指標（ＫＰＩ）】 

 H31 
目標値 

Ｈ27 
基準値 

自然の豊かさに対する掫拒২（住ড়アンケート） 95％ （93.4％） 

地域のつながりの強さに対する掫拒২（市ড়アンケート） 80％ （76.8％） 

市ড়と進める協働事業数 200 件 
（116 件） 

【H26】 
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【主な事業】 

事業名 事業概要 

○協働によるまちづくり支援事業 
協働によるまちづくりに資する事業及び市ড়活

動団体等への支援 

○挢拓バス೐持対策事業 市内生活挢拓及び広域生活挢拓の運ষ支援 

○掤勹航挢対策事業 掤勹航挢の運航に対する支援 

○コミュニティ推進事業 

地域課題の解決や地域とষ政の新たな支えあい

を確য়するため、小学校区౐匱を基本としたま

ちづくり運営協議会を設য়し、市ড়主体の新し

いコミュニティの形成及び構築体制の整備 

○道挢愛護推進事業 
市道の環境捜化活動を自発的にষう市ড়活動団

体の支援 

○生涯学習推進事業 
人材育成要請講座や資格取得に対する支援、市

ড়自らが企画・運営する生涯学習講演会の開催 

○スポーツ推進事業 
生涯スポーツの推進及び各種スポーツ団体の支

援と育成 

●跡継ぎ応援事業 地元に残り、家の跡を継ぐ人への支援 

●三世代交及化応援事業 親・子・孫世代の同居を支援、 

●未来の街想作事業 
住みたい将来の街のイメージを広く募集し、事

業化に向け検討 
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エ）移住に向けた情報発信 
○ 平叐市への定住・移住に関する情報発信の手段・内容を充実します。また、移住に

関するワンストップ窓口の充実を図ります。 
 

○ 全国主要都市で開催されている県主催等の移住相談会に積極的に参加し、移住者
の誘致に取り組みます。 

 

【重要業績評価指標（ＫＰＩ）】 

 H31 
目標値 

Ｈ27 
基準値 

市 HP アクセス数 500,000 件 
（475,757 件） 

【Ｈ26】 

移住相談件数 100 件 37 件 

   

 

【主な事業】 

事業名 事業概要 

○定住促進事業【再掲】 
ＵＩターン者など定住促進を図るための受入対

策支援 

●ＵＩターン者ౘ厹২Ｐۇ事業 
ＵＩターン者の平叐での暮らし、ྟৡ等の情報

発信 
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第３章 計画の推進 

１ 推進体制 

本戦റを効果的・効厾的に推進していくためには、住ড়、NPO、関係団体やড়間事業者の参加・
協ৡが重要です。 

本市では、策定段階において、住ড়と産厑学স労言等で構成する「平叐市総合戦റ策定卑員会」
を設置し、その方向性や具体案について審議・検討しました。 

今後の各事業の展開においても、「平叐市総合戦റ策定卑員会」における事業の進捗確認及び
評価を中心にྚえて、住ড়、NPO、関係団体やড়間事業者が連携して効果的にষいます。 

 

２ 国・県・近隣市町村との連携 

総合戦റにおける各事業の実施においては、国・県のষう支援制২や地域連携施策を積極的に
活用することで、効果的な事業展開を目指します。 

また、事業によっては県や卐胐市町村とも連携して取り組み、効果的な事業の展開を図ります。 
 

３ 効果検証の仕組み（ＰＤＣＡサイクル） 

国の総合戦റにおいては、政策分野ごとの基本目標を৥確に設定し、これに基づく「政策パッ
ケージ」を提示するとともに、重要業績評価指数（KPI）により施策の効果を検証し、改善をষう
仕組み（PDCA サイクル）を構築しています。 

そのため、本戦റにおいても、５ফ間の取組みに対する各政策分野の基本目標を設定するとと
もに、それぞれの政策について重要業績評価指数（KPI）を設定し、検証・改善を図るための仕組
みとして PDCA サイクルを運用します。 

なお、この PDCA サイクルは「平叐市総合戦റ策定卑員会」において実施し、さらに、必要に
応じて本戦റの改ၖをষうこととします。 

  



36 

 

 

 
 

 
 

  

・総合戦റで計画したことが実ষされているのか
・施策や事業のＫＰＩの達成は可能か

・関連する施策が有機的な連携となっているのか
・取り組みが広く広がる形になっているのか

・どこまで進んでいるのか
・その道筋は正しいのか
・新たな仕組みは必要ないのか

ＰＤＣＡシートの活用

施策間連携の確認

୸成২の確認ھＰۀ

 分析・評価の結果を踏まえ、必要があると認め

られるときは、KPI の見直し等を実施する。 

  毎年、KPI の達成状況を取りまとめ、計画の進捗状況の分析・

評価を行う。 

 計画に基づき、事業を実施する。 

実行実行実行実行（（（（DoDoDoDo））））    

 総合戦略の方向性を定め、KPI を設定する。 

計画計画計画計画（（（（PlanPlanPlanPlan））））    

評価評価評価評価（（（（CheckCheckCheckCheck））））    

改善改善改善改善（（（（ActActActAct））））    
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